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図表4：時価総額(浮動株ベース）の推移

アジアリート市場（シンガポール・香港・マレーシア）の動向
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図表3：シンガポールリートのセクター別推移

出所）図表1～4はＳ＆Ｐのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

図表1：アジアリート市場の推移（現地通貨ベース）

※各国リートはＳ＆Ｐ各国リート指数を使用（いずれも配当込み）

 12月のアジアリート市場(現地通貨ベース、配当込み)（前月末比）は、シンガポールと香港が上昇し、マ
レーシアはほぼ横ばいとなりました。シンガポールは、政府が新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け
ている企業を支援する賃金助成制度の支給額増額を発表したこと等が好感されました。香港は、11月の商
業施設賃料が8ヵ月連続で前年同月を上回ったことやクリスマス商戦が好調であるとの報道等を受け、時価
総額（12月末）の約8割を占める商業施設セクターを中心に上昇しました。マレーシアは、12月中旬にマ
レー半島中央部を襲った大規模水害で景気回復が遅れるとの懸念が重荷となりました【図表1、2】。

 12月のシンガポールリートの主要4セクター(現地通貨ベース、配当込み)（前月末比）は、商業施設セク
ターのみ下落しました。月末頃から感染再拡大の兆しが見え始めたことが影響しました。上昇率トップは
ヘルスケアセクターでした。当セクターは2021年年間で40％近く上昇し、同国リート指数の上げ幅を大
きく上回りました【図表3、8】。

 アジアリート市場の12月末の時価総額は前月末比3.0％増加しました【図表4】。

図表2：アジアリート市場のパフォーマンス
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今後の見通しについて

図表5：主要国リートのイールドスプレッド

図表8：新型コロナウイルス1日当り新規感染者数

図表6：アジアリートのＰＢＲ（※）推移
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出所）図表5、7、8はブルームバーグ、図表6はＳ＆Ｐのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

 2022年1月のアジアリートは、オミクロン株に対する警戒感やインフレ懸念の高まり等を背景に、
軟調な展開になるものと思われます。

 12月末頃から新型コロナウイルスの新規感染者数が増加傾向となっています。現時点ではピーク時
に比べると比較的低水準にとどまってはいるものの、シンガポールで11日に新たに感染が確認され
た846人の内、オミクロン株の感染者が約半数を占める等、その割合が高まりつつあり、欧米のよう
に感染者数が急増することも考えられます【図表8】。香港政府は感染拡大の「第5波」に入ったと
の認識の下、飲食店について1月7日から2週間の営業規制を開始しました。シンガポール政府は12
月下旬、オミクロン株のリスクがあってもコロナウイルスとの共存戦略を維持すると発表しましたが、
感染状況によっては外出制限等の措置に踏み切ることも考えられます。規制により景気回復が遅れる
との懸念がアジアリートの重荷となりそうです。

 オミクロン株はデルタ株に比べて重症化率は低いと見られているものの、感染が広がれば重症者数が
増え、医療現場がひっ迫する事態となることも想定されます。また、自主隔離等で勤務できない従業
員が増えれば、人手不足による供給制約で物価が上昇し、インフレ懸念が高まることも想定されます。
新型コロナウイルスの感染状況によってはアジアリートが調整色を強める場面も想定されます。

（※）株価純資産倍率（株価/純資産）：一般的に、1倍割れは株価
が割安な水準にあるとされる
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図表7： 香港の小売り売上高と外国人観光客数
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